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１．調査概要

調査目的：杉並区政に対する区内事業者の「声」を広く収集すること。

調査対象：東京商工会議所杉並支部会員事業者２，４８９社（2023年6月時点会員数）

調査期間：２０２３年５月３０日～７月３日

回答件数：１１６件（回答率：４．７％）

○回答企業の71%が、従業員数20人以下の小規模事業者からの回答となった。

71%

ｻｰﾋﾞｽ業(不動産

業を含む)

40%

建設業

22%

卸売業

16%

小売業

12%

製造業

10%

(n=116・単一回答)
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①50%以上増

②概ね30%増

③概ね10%増

④不変

⑤概ね10%減

⑥概ね30%減

⑦50%以上減
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22%
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24%

9%

2%

●2019年1月～12月の売上高と比較した①「2022年1月～12月期の売上実績」、② 「2023年1月～12月期の

売上見込」をヒアリングしたところ、売上実績、売上見込ともに6割以上の事業者がコロナ前と同水準もしく

はそれ以上に増加すると回答した。

２．売上実績、売上見込について

6割を超える事業者がコロナ前水準まで売上が回復すると見込む

(n=116・単一回答)

外円「① 2022年1月～12月期の売上実績」
内円「② 2023年1月～12月期の売上見込」

①62%

②66%
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●業種別に2022年の売上状況(各図 外円)を見ると、全業種とも半数以上の事業者がコロナ禍前と同水準以上に

なると回答した。特に、建設業、サービス業の2023年の売上見込(各図 内円)は、改善傾向が強まる一方、

小売業については、2023年の売上見込がコロナ禍を下回ると回答した企業が43%となった。

２．売上実績、売上見込について

建設業、サービス業は売上の回復傾向が強まる一方、小売業は依然として厳しい状況

外円「① 2022年1月～12月期の売上実績」 内円「② 2023年1月～12月期の売上見込」

58%42% 58%42% 52%
48%

64%36% 71%
29%

57%43%

63%
37%

63%37% 65%
35%

72%28%

コロナ前水準以上 コロナ前水準未満

製造業(n=12) 建設業(n=25) 小売業(n=14)

卸売業(n=19) サービス業(n=46)
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

電力供給不足

観光需要

債務過剰感

省エネや脱炭素への対応

為替動向(円安)

物流停滞

半導体不足

事業承継

国内の個人消費

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ

賃金引上げ

原油価格高騰

電気料金高騰

人手不足

原材料価格高騰

●「原材料価格高騰」(58.6%)、「人手不足」(50.9%)、「電気料金高騰」(44.0%)と回答した事業者が

半数近くとなった。

●「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ」と回答した事業者は48.1%から19.8%と28.3pt減少した一方、「電気料金高騰」と回答した

事業者は28.3%から44.0%と15.7pt、「賃金引上げ」と回答した事業者は26.4%から38.8%と12.4pt増加。

３．自社の経営課題（懸念事項）について

(n=116・複数回答)

「原材料価格高騰」が過半数を占めた
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48.1%

56.6%
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その他

電力供給不足

債務過剰感

為替動向（円安）

物流停滞

事業承継

半導体不足

国内の個人消費

賃金引上げ

電気料金高騰

原油価格高騰

人手不足

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ

原材料価格高騰

(n=106・複数回答)

今回(2023)調査 前回(2022)調査



Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All rights reserved.

●業種別に自社の経営課題を集計すると、製造業、建設業、卸売業は「原材料価格高騰」が半数以上を占めた

が、小売業は「電気料金高騰」、サービス業は「人手不足」が最も多い回答となった。

●「人手不足」の回答は、建設業で68%、サービス業で57％と高い割合となり、そのほかの製造業・小売業・
卸売業でも上位の課題となっている。

原材料価格高騰を挙げる業種が多いものの、業種ごとに経営課題は多岐にわたる。

製造業(n=12) 建設業(n=25) 小売業(n=14)

卸売業(n=19) サービス業(n=46)
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３．自社の経営課題（懸念事項）について
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●過去1年間のエネルギー料金と原材料・仕入単価について2年前と比較したコスト増減についてヒアリングした

ところ、エネルギー料金については84%の事業者がコスト負担が増加したと回答した。

●原材料・仕入単価についても、82%の事業者が負担が増加したと回答し、かつ減少したと回答した事業者は

ゼロだった。

４．過去1年間のコスト負担について

８割以上の事業者が過去1年間のエネルギー料金、仕入単価等のコスト負担が増していると回答

(n=116・単一回答)(n=116・単一回答)

エネルギー料金(電気代、燃料費等) 原材料・仕入単価

84% 82%
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

海外販路拡大・進出

ECｻｲﾄでの国内販売

M&A等による事業再編

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

業態/業種転換

研究機関等との連携

新規顧客発掘

環境への対応

新分野進出

IT活用

業務見直し

人材採用・育成

既存営業強化

●「既存顧客への営業強化」(50.9%)、「人材採用・育成」(31.9%)が上位となった。

●続いて「業務見直し」(16.4%)、「IT活用」(13.8%)、「新分野進出」(11.2％)と続き、各企業が

コロナ禍での経済環境の変化に対応すべく、業務改善を行っている結果と言える。

５．コロナ禍以降に強化している取組み

(n=116・複数回答)

既存顧客への営業強化が約半数を占めた
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６．区政に求める支援策や東商へのご意見・ご要望（自由記述）

・公共事業の予算について、実勢価格の反映がされていない。予算のチェックを頻繁に定期に実施してほしい。

（総合建設業）

・時間外労働の上限規制への対応について、支援を求める。（総合建設業）

・エネルギー等の価格値上がり分に対する助成制度を創設してほしい。（義歯製造業）

・思うように価格転嫁が行えず、利幅の減少が続く。転嫁に協力するよう啓蒙活動を進めてほしい。

（塗料卸売業）

・女性用施設の改修や求人広告、就業規則改正サポートなど、女性活躍推進のための補助金を創設してほしい。

（旅客自動車運送事業）

・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法により、既存トラックが稼働できなくなった。トラック購入費等に利用できる

補助制度を創設してほしい。 （鮮魚卸売）

・長期構想はあるものの、具体的な取り組みが停滞しているように思える（ICT導入や荻窪駅前の整備等）。

近隣区の再開発が進みつつある中、杉並区の賑わいがそがれることのないように、区政を運営してほしい。

（金融業）

・知的財産権の取得に対する支援策を求める。（防災用品製造業）

【その他】
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